
６

東横山地すべりの初動対応と地すべり発生後の対応

　　　　　　　　　　　　　　　　　　岐阜県砂防課　三輪哲司

１。地すべり概要

（１）被災概要

　平成１８年５月１３日に岐阜県揖斐川町で発生し

た東横山地すべりは、上流に徳山ダム（日本一の総

貯水量を誇るロックフィルダム）がある一級河川揖斐川左

岸に面し、幅約１５０ｍ、長さ約１３５ｍ、地すべり

移動岩塊約２５万ｍ３の規模を呈する（図一１）。地す

べり発生直後、約５万ｍ３の土砂が河川に流出し、

河道の２／３を閉塞するとともに、町道が被災した。

　　　　図一１　東横山地すべり斜め写真

（２）素因・誘因

　当地区周辺の地質は、中・古生層二畳紀からな

る美濃帯で粘板岩を主体とし、層理面沿いに割れ

目が多く、岩盤が全体に劣化しているのが特徴で、

地すべり発生の素因のひとっとして考えられる。

また、地すべり発生直前には顕著な降雨も見られ

ず、地すべり発生前の冬期の累積積雪深が、過去

３年間と比較して約３倍であったことから、地す

べり発生の直接的な誘因は融雪であったと推測

される。

（３）地すべり地の行政的特長

①　越美山系砂防事務所の施行区域

　　　（国土交通省）

②　町道下山線の道路区域（揖斐川町）

③　砂防指定地（岐阜県砂防課）

④　保安林指定地（岐阜県治山課）

⑤　一級河川揖斐川の河川区域（岐阜県河川課）

管理者が多く施工主体が不明確。

（４）地すべり地周辺河川施設

①上流に洪水調整の横山ダム（国土交通省）

②上流にイビデン東横山発電所（電力会社）

③下流に中部電力久瀬ダム（電力会社）

２．地すべり発生前の初動対応

（１）現地調査

　４月１１日の降雨により、町道山側斜面で小規模

な斜面崩壊が発生し、揖斐川町（以下、町）単独で

現地踏査を実施し、岐阜県揖斐土木事務所に状況

を相談した。これを受けて、岐阜県（以下、県）は

国土交通省（以下、国）に災害報告を行った。

　さらに詳細な現地状況を把握するため、４月２１

日に国、県、町とコンサルタントで現地踏査を実

施し、大規模地すべりの前兆を確認した。現場で

確認された地すべり変状は、滑落崖及び地すべり

ブロックサイドに発生した亀裂と町道法枠の水

平亀裂である（図一２）。

　特に、地すべりブロック末端部の亀裂は、法枠

の縦梁が押出されていたことから、地すべりブロ

ック末端部は町道法枠部と当初想定していた。
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　　　　図一２　縦梁に発生したせん断亀裂

（２）計器設置

　４月２１日の現地踏査終了後、国、県、町で合同

会議を実施し、地すべりブロックの変動量を把握

するために、地すべり頭部に地盤伸縮計を４基設

置することを決定した。地盤伸縮計の設置は、国

が担当し、観測は県が担当した。地盤伸縮計のデ

ータは、４月２８日から観測を開始し、携帯電話で

関係機関に配信した。

（３）情報の配信

　４月２８日に漁協、電力会社、発電所、警察、消

防、行政機関等による第１回東横山地すべり対策

会議（緊急連絡会議）を開催し、地すべり発生前

兆現象等の情報共有を図った。この会議は、応急

対策工事完了後の８月１日までに計６回開催した。

また、４月２８日より５月１８日までは、中部地方

整備局と共同で記者発表を計１７回実施するなど

８月２日まで合計３７回実施し、地すべり状況及

び対応状況について広く情報を公開した。なお、

５月１２日から行政機関のホームページでも情報

提供を開始した。

　　　　　　　　　図一４　地盤伸縮計の変動履歴

（４）安全管理

　５月７日の第２回東横山地すべり対策会議では、

地すべり発生時の連絡体制や監視体制を確認し、

地盤伸縮計による管理基準値を決定した。地盤伸

縮計の観測結果（図一４）から、５月７日に地すべりの

滑動の兆候が見られ、５月１０日から変位が急激に

増加し、管理基準値４ｍｍ／２ｈを超過した。このた

め、管理体制を非常体制に移行し、２４時間体制で

地すべりの監視を行った。さらに、国の指導のも

と５月１１日時点の地盤伸縮計のデータから、崩

落予測（斉藤式：第三次クリーアにおける破壊時間

の図式解法）を実施し、５月１２日２０時以降に崩

壊が予測された。現地状況及び地盤伸縮計の観測

結果や独立行政法人土木研究所の現地指導によ

り、５月１２日の２２　：　００～翌日５：００まで国道３０３

号を一時通行止めとした（大型車通行止め、小型

車は迂回路使用）。

　また、５月１１日には、天然ダム形成に伴う上流

の湛水被害範囲及び決壊に伴う下流の氾濫範囲

の予測検討を実施した。
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（５）国土交通省の協力

　県は、国に対して専門家の派遣を依頼し、５月

１２日に独立行政法人土木研究所、国土技術政策総

合研究所により、現地調査と対策方針の指導をい

ただいた。その後も数回に亘り不安定土塊の観測

や地すべり対策工法の指導をお願いした。５月

１１、１２日に県から国に対して、衛星通信車、照明

車１台（監視用）、災害対策本部車、照明車２台（対

策用）、ＣＣＴＶ２台（崩落監視用）等を要請し、協力

を得ることが出来た。また、ＣＣＴＶによって得ら

れた映像は、地すべり発生機構の解析にも大いに

役立つこととなった。なお、地すべり発生直後の

映像は、ＴＶでも報道され、特に第５７回全国植

樹祭で岐阜県へお越しになられた際、天皇陛下か

ら揖斐川町の地滑りを御心配される御言葉を賜

った。

３。地すべり発生後の対応

（１）災害対策本部の設立

　地すべり発生直後は、行政・民間の関係者毎に

災害対策本部を設置した。県は基盤整備部長を本

部長とする災害対策本部を５月１３日に立上げた。

（２）安全管理

　地すべりブロック移動土塊の監視方法は、人が

立ち入れないため、安全性を考慮してノンプリズ

ム光波測量を実施した。観測は１５分毎に計測し

２４時間監視を実施した。また、５月１３日から６

月１２日まで毎日１時間間隔で観測結果をメール

で関係機関及びコンサルタントに配信した。なお、

６月１３日からは、河川の暫定掘削により、河道閉

塞の可能性が低くなったこと及び応急排土工に

着手したため、工事の安全管理として３回／日の計

測とし、観測位置も施工に支障とならない位置へ

変更した。

　滑落崖背後斜面の２次地すべりの発生を監視す

るために、５月１７日に地盤伸縮計１２基を新たに

設置した。この地盤伸縮計の観測結果は、自動観

測とし、管理基準値を超過した場合、関係者にメ

３

－ル配信されると共に、警報サイレンにより河道

掘削現場の安全確保がなされるよう設定した。デ

ータは、インターネットで常時モニターできるよ

うにした。

（３）国土交通省の協力

　地すべり発生前からの照明車を継続して借用

するとともに、県の要請により、５月１５日から国

　（北陸地方整備局）から無人化バックホウの借用

により河道掘削を実施した。

（４）応急対策工

　河川に流出した崩落土砂は、地すべりブロック

に対して押え盛土として機能しており、崩落土砂

の撤去は、地すべりを不安定化させると判断した

　（応急対策工完了後に実施した調査ボーリング

結果からも、すべり面は河床付近まで繋がってい

ることを確認している）。

　この事実を踏まえ、河川災害復旧事業（応急）と

して、地すべり発生４日後に右岸側の河道拡幅を

開始するとともに、崩落土砂の流失を抑制するた

め、根固めブロック１０００個（内２５０個国（木曽川

上流河川事務所）から借用）（図一６）を設置した。

［訃６　根固めブロックの設置状況（３６０ｔクレーン）
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　また、河川の増水による地すべり舌端部の浸食

を防止するため、本格的な梅雨時期までに完成で

きるよう２４時間施工で実施した。（図一７）

図一７　河道掘削状況

地すべりブロックに対しては、『災害関連緊急地

すべり対策事業』として、排水ボーリングエ、応

急排土工を実施した。応急排土工は、人力施工が

不可能であることから、頭部排土工を無人化バッ

クホウ３台（２１、３００ｍ３）（図一８）で、不安定土塊除去

工を無人化セーフティークライミングマシン１台

（４、５００ｍ３）（図一９）にて実施した。

図一８　無人化バックホウ頭部排土状況

４

図一９無人化セーフティークライミンダマシン不安定土塊除去

　なお、地すべりブロックの応急対策工事は、７

月３１日に完了（図一１０）し、ノンプリズム光波測量

の変動も収束し地すべりの安定が図られた。

　現在は、有人施工も可能となり、地すべりブロ

ック内の調査ボーリングも完了し、これに基づき

地すべりブロックの恒久対策工の計画を策定中

である。

図一１０　応急排土工完了後正面
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４。予知から発生、応急復旧までの課題

①　今回は、地すべり確認から地すべり発生まで

　　が早く、地すべり調査着手直後に発生した。

　　このため、地すべりブロック内での本格的な

　　地質調査等が出来ず復旧計画策定までに非

　　常に時間がかかっている。

②　地すべりは、早期発見が非常に重要である。

　　地すべりらしき変状を地すべりの前兆と判

　　別することは、行政やコンサルタントをばし

　　め専門家との共同による現地調査が必要で

　　した。その中でレーザ測量が有効的であった

　　が時間的な問題かおる。

⑦　地すべり土塊の変位測量は、標的の位置設定

　　を無人で行わなければならなかった。そのた

　　め、ラジコン・ボーガン等を試行したが標的

　　位置の確定にいたらなかった。結果的に、ノ

　　ンプリズム光波測量を実施したが、観測者が

　　定めた点を標的に観測するため、標的の不確

　　実差による誤差が幾分生じた。

ある。そのためには、専門家や専門コンサル　　⑧

タントに容易に派遣要請や依頼できる体制

確保が重要である。（今回は、５月１２日の部分

崩壊発生時から、独立行政法人土木研究所が

現地入りでき、地すべり発生からの指導が受

　　けられ適切な対処できた。）

③　地すべりが大規模な場合は、関係機関での監

　　視及び情報共有が重要である。今回は、地す

　　べり発生前に対策会議を設置し連絡体制、監

　　視体制等を迅速に確立でき有効に機能した。

　　また、各関係機関が持っている情報を共有し、

　　各機関の長所を役割分担（今できることを最

　　大限協力しあう形）し、円滑に危機管理が図

　　られた。

④　国と県との連携を迅速に行なったことによ

　　り、地すべり状況を崩壊する前から映像で配

　　信することが出来、情報伝達及び情報共有が

　　格段に早くできた。そのため、崩壊時の映像

　　配信により全国で注目された。また、映像分

　　析により、すべり面の位置を適切に評価する

　　ことができ、地すべり地における管理手法と

　　しての有効性を実証することができた。

⑤　記者発表を随時国と県が共同発表したこと

　　により関係機関が常に情報共有でき、意思統

　　一が図られ連帯感、協力体制が形成された。

　　また、情報の統一化が図られ適切に住民へ伝

　　達できた。

⑥　地すべりが調査途中で発生したため、現況の

　　測量図がなく、応急復旧作業計画に大変苦慮

５

今後は、今回の危機管理の経験を活かし、県

としても平常時から災害対応を検討、シュミ

レーションし、立地条件に関係無く、国の支

援を得ながら適切な危機管理を図ることが

出来るよう努めたい。

５。終わりに

　東横山地すべり災害の復旧事業に当たってご

協力いただいている独立行政法人土木研究所、国

土技術政策総合研究所、国土交通省（河川局防災

課・砂防部保全課、中部地方整備局、北陸地方整

備局、木曽川上流・下流河川事務所、越美山系砂

防事務所、横山ダムエ事事務所等）をはじめとす

る関係各位に感謝の意を表します。


